
＜報 文＞

埼玉県土の炭素貯留と

二酸化炭素排出削減能力の推計＊

嶋 田 知 英＊＊・小 川 和 雄＊＊

三 輪 誠＊＊・米 倉 哲 志＊＊

キーワード ①埼玉県 ②二酸化炭素 ③温暖化 ④代替エネルギー ⑤ GIS

要 旨

埼玉県土の持つ炭素貯留と二酸化炭素排出削減能力の推計を行った。その結果，森林や
土壌が主な炭素貯留源であり，貯留量は二酸化炭素換算で２億９４７３万 tと推計され，とく

に土壌中炭素が８６％を占めていた。また，二酸化炭素排出削減能力については，森林によ
る二酸化炭素吸収と，代替エネルギーである自然エネルギーの賦存量の推計を行った。そ

の結果，二酸化炭素に換算すると，森林による吸収は年間６６．３万 tと推計され，自然エネ
ルギーの賦存量は，太陽光発電が年間５９５．４万 t，バイオマス利用が年間３９．５万 tと推計さ
れた。

1. は じ め に

地球温暖化は現在もっとも深刻な環境問題とし

て認識されており，この問題を回避するための国

際的なしくみとして，気候変動枠組条約に基づく

京都議定書が２００５年に発効し，０８年には約束期間

がスタートした。京都議定書では，比較的短期的

な削減目標として１２年までに９０年を基準として少

なくとも温室効果ガスを５％削減することが定め

られている。また，現在，１２年以降の温室効果ガ

ス削減の枠組みについても議論されているが，日

本政府は洞爺湖サミットなどを通じ「２０５０年まで

に世界全体の温室効果ガスを半減させる」という

長期目標を共有するよう各国に呼び掛けている。

地球温暖化で問題となる人為的に排出される温

室効果ガスには，二酸化炭素，メタン，亜酸化窒

素，ハイドロフルオロカーボン類などがあるが，

とくに二酸化炭素の温暖化に対する寄与率は高く

６０％強と見積もられている（IPCC第３次評価報告

書第１作業部資料）。そのため，地球温暖化を防

止するためには二酸化炭素排出量を抑制すること

がもっとも重要である。しかし，２００５年における

埼玉県の二酸化炭素排出量は４，１８３万６０００tと推

定されており，京都議定書の基準年である９０年と

比べ２２７万３０００t（６．９％）増加している１）。また，日

本全体の二酸化炭素排出量も０６年には基準年に対

し６．２％増加しており２），削減に向け，あらゆる

手段を講じる必要が迫られている。

この様な二酸化炭素排出量削減対策としては，

カーボンニュートラルな太陽光発電や風力発電，

バイオマスエネルギーの利用などが必須である

が，同時に，二酸化炭素の吸収源である森林の管

理や保全，二酸化炭素のストックである土壌や湿

地の保全も重要だと考えられる。そこで，二酸化

炭素排出削減の前提として，埼玉県土の持つ二酸
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化炭素排出削減能力を把握するため，森林や土壌

の炭素貯留量，森林の二酸化炭素吸収量，バイオ

マスや自然エネルギーの賦存量を推計する。

2. 方法および結果

埼玉県土に依存する炭素貯留と二酸化炭素排出

量削減能力を表 1のように整理した。これに基

づき，種別ごとに詳細な統計データや GIS（地理

情報システム）データ等を入手し，炭素貯留量，

吸収量，賦存量の推計を行った。
2.1 炭素貯留量の推計

2.1.1 森林材炭素貯留量の推計

森林に林材として貯留されている炭素量を，森

林管理データベースを用いて推定した。森林管理

データベースとしては埼玉県農林部森づくり課が

作成し運用している「埼玉県森林簿 GIS」データ

を用いた。森林簿とは森林区分や樹種，管理状況

に関する台帳であり，埼玉県森林簿 GISでは，埼

玉県の森林を約３０万の小林班ポリゴンとしてデー

タベース化し，各小林班ポリゴンには面積，樹種，

林材積などの属性情報が添付されている。この森

林簿データを用い，計算式１により小林班ごとの

林材としての炭素貯留量を計算した。

その結果，埼玉県全体の森林に林材として貯留

されている炭素量は，１０５７万 t―C（二酸化炭素換

算３８７５万 t―CO２）と推計され，森林１ha当たりの

平均炭素貯留量は８６．６t―C（二酸化炭素換算３１７t―

CO２）となった。また，単位面積当たりの森林材

炭素貯留量の県内分布を見ると（図 1），比較的

林業が盛んで，森林管理が行われている飯能市な

ど県南西部地区の単位面積当たり貯留量が高い傾

向が認められた。

［計算式１］

炭素貯留量＝小林班別幹材積×拡大係数×容積

密度×炭素含有率

拡 大 係 数：枝葉を含めた立木材積に換算する

係数，針葉樹１．７，広葉樹１．８

容 積 密 度：針葉樹０．３７t�m３，広葉樹０．４９t�m３

炭素含有率：０．５０
2.1.2 土壌炭素貯留量の推計

多くの土壌中には植物などに由来する有機炭素

が貯留されている。そこで、埼玉県全体の土壌中

に貯留している炭素量を，既往の調査結果から明

らかとなっている土壌区分毎の炭素貯留量の代表

値と３）４），埼玉県の土壌区分図を基に推計した。

使用した土壌区分図は，埼玉県温暖化対策課が整

備した GISデータである「埼玉県地理環境情報シ

ステム」の土壌分類図を用いた５）。本土壌分類図

では埼玉県の土壌を２７に区分しているが，森林土

壌については「森林総合研究所交付金プロジェク

ト研究成果集３」３）の土壌区分に，農地土壌につ

いては杉原他４）の土壌区分に再分類し（表 2），そ

れぞれの土壌区分ごとの単位面積当たり炭素貯留

量の代表値を基に，埼玉県全体の土壌中炭素貯留

量を推計した。

また，土壌中の炭素貯留とは別に，森林につい

ては，森林土壌表層に有機物として堆積している

炭素量を推計した。推計手法は，既往の調査結果

から明らかとなっている林相区分別堆積有機物量

代表値６）を，埼玉県森林簿 GISデータの小林班ご

との代表種から再分類した林相区分に適用し集計

した。

その結果，埼玉県全体の土壌中貯留炭素量は，

６９１１万 t―C（二酸化炭素換算２億５３３９万 t―CO２），

種別 主な要素

炭素貯留 ・森林材としての貯留
・土壌中有機物としての貯留
・森林土壌表層堆積物としての貯留

炭素吸収 ・森林成長による吸収

代替エネルギー
利用

・風力発電
・太陽光発電
・バイオマス発電・熱利用

表 1 県土の持つ炭素貯留と二酸化炭素排出削減能力

図 1 埼玉県における単位面積当たり森林材炭素貯留量
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森林土壌表層に堆積物として貯留されている炭素

量は，７０．７万 t―C（二酸化炭素換算２５９万 t―CO２）と

推計された。

以上の方法で推計した県内の土壌系炭素貯留量

の分布を図 2に示した。これを見ると，とくに

単位面積当たりの炭素貯留量が多い黒ボク土壌が

分布する県中央部の入間・武蔵野台地や，県東部

の大宮大地，同様に単位面積当たり炭素貯留量の

多い泥炭土壌が分布する県東部の低地に土壌系炭

素貯留量が多いことが分かった。
2.2 炭素吸収量の推計

埼玉県土の主要な炭素吸収源は森林であり，吸

収量の推移は，森林の林材積の増減により推計す

ることができる。「森林・林業と統計 平成１７年

版」（埼玉県森づくり課）７）によると，埼玉県の森

林材積の蓄積は，１９７５年頃からほぼ直線的に増加

し，７５年から０３年までの林材蓄積量から回帰直線

を求めると、年間増加量は約５２万m３と推定され

た（図 3）。この森林材積の増加量から，計算式

２により森林による炭素吸収量を計算すると、年

間１８．１万 t―C（二酸化炭素換算６６．３万 t―CO２）と推

計された。

［計算式２］

炭素吸収量＝林材積増加量×拡大係数×容積密

度×炭素含有率

拡 大 係 数：枝葉を含めた立木材積に換算する

係数，針葉樹１．７，広葉樹１．８

容 積 密 度：針葉樹０．３７t�m３，広葉樹０．４９t�m３

炭素含有率：０．５０

針葉樹広葉樹比：森林簿による針葉樹広葉樹林

表 2 土壌図区分別炭素貯留量

GIS土壌図区分
炭素貯留量
（kg�m２）

岩屑性土壌 ８．２

湿性ポドゾル化土壌 ３４．０

褐色森林土壌 １４．３

粗粒褐色低地土壌 ５．７

粗粒灰色低地土壌 ５．６

粗粒グライ土壌 １８．９

細粒褐色低地土壌 ５．７

風化火山き出物熱土壌 ８．２

低地泥炭土壌 ３４．９

残積性未熟土壌 ８．２

乾性ポドゾル化土壌 ２０．８

細粒灰色低地土壌 ５．６

多湿黒ボク土壌 ３３．０

厚層黒ボク土壌 ３３．０

褐色低地土壌 ５．７

グライ土壌 １８．９

黒ボクグライ土壌 ３３．０

黒泥土壌 ３４．９

灰色低地土壌 ５．６

細粒グライ土壌 １８．９

乾性褐色森林土壌 １７．２

湿性褐色森林土壌 ２２．０

低位泥炭土壌 ３４．９

淡色黒ボク土壌 ３３．０

褐色森林土壌 １９．５

黒ボク土壌 ３３．０

その他 ０．０

図 3 埼玉県における森林蓄積の推移
（埼玉県農林部森づくり課データより作成）図 2 埼玉県における土壌系炭素貯留量の分布
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材積比を基に配分（針葉樹：

広葉樹＝３．０６：１）
2.3 代替エネルギー賦存量の推計

2.3.1 風力発電賦存量

NEDO（独立行政法人 新エネルギー・産業技術

総合開発機構）の「風力発電導入ガイドブック」８）

によると，風力発電が経済的に成り立つ条件は，

年平均風速が６m�s以上となる地域であるとして

いる。NEDOが示した５００mメッシュ風況マップ

を埼玉県と重ねると，年間平均風速が６m�s以上

の地域は，県の南西部山岳地帯に限られる（図

4）。この地域の標高は最低４２５m，最高２４７１m，

平均１３９０mと高標高であり，風力発電装置建設

に必要な道路等のインフラ整備も十分とはいえな

い。また，この地域の面積は約１９３km２であり県

土全体の５％に過ぎない。以上のとおり，埼玉県

の風力発電適地はきわめて限定的であり，かりに

風力発電施設の整備を行うとしても山岳地帯のた

め大きなコスト負担を強いられる。したがって，

埼玉県における大規模な風力発電の導入は現実的

とはいえず，風力発電賦存量はきわめて少ないと

考えられる。
2.3.2 太陽光発電賦存量の推計

太陽光発電賦存量の推定は，埼玉県内すべての

住宅，店舗に定格出力４kW，工場，病院，公共

施設に定格出力１０kWの太陽光発電施設を設置し

たと想定し発電量を推計した。計算には表 3に

示した各種統計データを用い，計算式３により埼

玉県全体の年間太陽光発電賦存量を算出した。

その結果，県全体の太陽光発電による利用可能

エネルギー量は８６３０GWh�年となり，このエネル
ギー量を計算式４により火力発電に置き換えた場

合の二酸化炭素排出量に換算すると，太陽光発電

による二酸化炭素排出削減効果は，最大年間

５９５．４万 tと推定された。

［計算式３］

埼玉県全体の年間太陽光発電賦存量［kWh�年］
＝全戸に太陽光発電装置を設置した場合の発電

出力［kW］ （１０３４３７９０）

×単位出力当たり必要面積［m２�kW］ （９）

×最適角平均日射量［kWh�m２日］ （３．９０７）

×補正係数 （０．０６５）

×３６５［日�年］
［計算式４］

年間太陽光発電賦存量を二酸化炭素排出削減量

に変換

二酸化炭素排出削減量（kg）
図 4 埼玉県内の年平均風速 6 m�s以上の地域
（NEDO５００mメッシュ風況マップより作成）

設置箇所 統計データ 箇所数
想定太陽光
発電装置出力

専用住宅 H１５総務省住宅土地統計調査 ２４５９３００ 定格出力４kW

店舗その他の併用住宅 H１５総務省住宅土地統計調査 ７３１００ 定格出力４kW

工場 H１７埼玉県工業統計調査製造
業事業所

１５８１５ 定格出力１０kW

病院 H１６厚生労働省医療施設調査 ３６３ 定格出力１０kW

老人福祉施設 H１６厚生労働省 ３５１ 定格出力１０kW

宿泊施設 H１６厚生労働省 ９０９ 定格出力１０kW

公衆浴場 H１６厚生労働省 ６８９ 定格出力１０kW

学校 H１８埼玉県教育局 ２３６６ 定格出力１０kW

公共文化施設 H１４文部科学省 ９２６ 定格出力１０kW

表 3 埼玉県の太陽光発電賦存量推計に用いた統計データ
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＝年間発電可能量（kW）×０．６９（kg:kW当たり削

減 CO２量（火力平均排出係数））
2.3.3 バイオマスエネルギー賦存量の推計

「バイオマス賦存量・利用可能量の推計 ～GIS

データベース～」（NEDO）９）を基に，埼玉県内で

再生産可能なバイオマスとして，稲わら，もみ殻，

麦わら，果樹剪定枝，公園剪定枝，製材所廃材，

伐採時に林地に残される残材を抽出し，埼玉県全

体のバイオマス賦存量を集計した。その結果，こ

れらのバイオマスから得られる熱量の合計は，年

間２０６０９５７GJと推定され，とくに水田から得られ

るバイオマス（稲わら・もみ殻）が全体の約９０％を

占めた（表 4）。そのため，バイオマスの分布は

水田面積の多い県東北部が高かった（図 5）。こ

のエネルギー量を計算式５により二酸化炭素排出

量に変換し，バイオマスを化石燃料の代わりに用

いた場合の二酸化炭素排出削減効果を計算した。

その結果，二酸化炭素排出削減効果は最大年間

３９．５万 tと推定された。

［計算式５］

年間太陽光発電賦存量を二酸化炭素排出削減量

に変換

二酸化炭素排出削減量（kg）＝バイオマスエネル

ギー量（GJ）×２７８（GJ→kW換算係数）×０．６９（kg:

kW当たり削減 CO２量（火力平均排出係数））

3. ま と め

推計した埼玉県土の炭素貯留量と二酸化炭素排

出量削減能力をまとめ表 5に示した。

埼玉県の森林や土壌に貯留する全炭素量は，二

酸化炭素換算で２億９４７３万 tと推計され，土壌中

炭素がもっとも多く８６％占めていた。この全貯留

炭素量を二酸化炭素に換算すると，埼玉県の２００５

年における二酸化炭素排出量の約７倍に相当し

た。

推計した森林による二酸化炭素吸収量および，

太陽光発電，バイオマス利用による二酸化炭素排

出削減可能量の最大値を合計すると，年間７０１．３

種別 利用可能熱量（GJ�年） 構成比

稲わら １，７５４，８８１ ８５．１％

麦わら ９３，６４９ ４．５％

もみ殻 ８９，４４９ ４．３％

果樹剪定枝 ５１，１２１ ２．５％

公園剪定枝 ３４，７７７ １．７％

製材所廃材 ２１，６５３ １．１％

林地残材 １５，４２６ ０．７％

合計
２０６０９５７

（約２．１PJ）

表 4 埼玉県で再生産可能なバイオマスと利用可能熱
量の推計値

図 5 埼玉県における利用可能バイオマスの分布

種別 主な要素 二酸化炭素換算―CO２

二酸化炭素貯留
炭素貯留

森林材としての貯留 ３８７５万 t

土壌中有機物としての貯留 ２億５３３９万 t

森林土壌表層堆積物としての貯留 ２５９万 t

二酸化炭素貯留合計 ２億９４７３万 t

二酸化炭素排出
削減能力

炭素吸収 森林成長による吸収 ６６．３万 t�年

代替エネルギー

風力発電 ―

太陽光発電 ５９５．４万 t�年

バイオマス発電・熱利用 ３９．５万 t�年

二酸化炭素排出削減能力合計 ７０１．３万 t�年

表 5 埼玉県土の持つ炭素貯留と二酸化炭素排出削減能力の推計値

埼玉県土の炭素貯留と二酸化炭素排出削減能力の推計 １２３
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万 tと推計され，太陽光発電がもっとも多く８５％

を占めていた。この二酸化炭素排出削減可能量の

最大値は，埼玉県の２００５年における二酸化炭素排

出量の１６．８％に相当する。したがって，仮に太陽

光発電やバイオマスなどの資源をすべて利用でき

たと仮定すると，京都議定書による埼玉県の二酸

化炭素排出量目標値（３６６７万 t）を約５％下回るこ

ととなる。

以上のように埼玉県土の持つ炭素貯留や，潜在

的な二酸化炭素排出削減能力は決して低くはな

く，太陽光発電や，バイオマス利用により二酸化

炭素排出量削減をある程度進めることができると

考えられるが，現在の埼玉県における二酸化炭素

総排出量と比較すると大きな差があり，低炭素社

会を実現するには，再生可能エネルギーへの変換

を推進するとともに，エネルギー使用量の抜本的

な削減も不可欠だと考えられる。また，炭素貯留

の保全にも配慮する必要があると考えられる。
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関東・甲信・静支部のうごき

平成２１年度および平成２２年度は，川崎市公害研

究所が支部長機関として事務局を担当します。ま

た，平成２１度における他の役員は，副支部長（茨

城県霞ヶ浦環境科学センター長，浜松市保健環境

研究所長），大気専門部会長（山梨県衛生公害研究

所長），水質専門部会長（栃木県保健環境センター

長）および騒音振動専門部会長（さいたま市健康科

学研究センター長）となります。

なお，次のとおり騒音振動研究連絡会が開催さ

れました。

騒音振動研究連絡会

開催日時：平成２１年３月２３日（月）１３時３０分～１７時

開催場所：東京都環境科学研究所

内 容：特別講演（環境省）

一般講演（川崎市，東京都，長野県）

■ 支 部 だ よ り ■

報 文１２４

５６─ 全国環境研会誌


